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第2期中期目標期間（平成26年度～平成28年度）業務実績に関する評価結果〈項目別の状況〉

Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８

第１　中期目標の期間
　平成26年4月1日から平成29年3月31日までの3年間とす
る。

第１　中期計画の期間
　平成26年4月1日から平成29年3月31日までの3年間とす
る。

第２　住民に対して提供するサービスその他の業務の
質の向上に関する事項

第２　住民に対して提供するサービスその他の業務の質
の向上に関する目標を達成するためとるべき措置 大

Ｃ
大
Ｃ

大
Ｂ

大
Ｂ

　１　地域の特性に配慮した医療の提供 　１　地域の特性に配慮した医療の確立と提供 平成28年度実績

中
Ｃ

中
Ｃ

中
Ｂ

中
Ｂ

　(1) 医療提供体制の整備
　医療需要の質的・量的変化や新たな医療課題に適切に
対応するため、患者動向や医療の需要など社会の変化に
即して診療部門の見直し及び充実を行うこと。
　また、再開した産科医療の維持向上とともに、回復期
医療から在宅医療・介護の連携による地域住民の高齢化
に伴う慢性疾患への対応と、今後地域社会において一層
必要とされることが予想されるがん患者に対する緩和ケ
ア等の充実を図るための診療体制を整備すること。

  （1）診療体制の整備
　地方独立行政法人さんむ医療センター（以下「医療セン
ター」という。）は二次救急を担うとともに、近隣の医療
機関と連携し、回復期リハビリテーション病棟の運営も行
い、他医療機関と連携して地域包括型医療を担う。また診
療所や介護施設等との連携のもとで、日常の健康維持向上
から医療・介護期を経て在宅復帰まで、切れ目のない医療
を提供し、地域に密着した信頼される病院を目指す。地域
住民が安心して暮らせる街づくりに寄与する。
　なお、再開した産婦人科においては「産み育てられる
街」として、今後も分娩できる体制を継続する。
　また専門的な外来を充実させることで、専門医師の修練
の場の提供を進め、がん診療協力病院として地域の中核を
担う医療体制の充実を図り、緩和ケア病棟の運営も行う。

小
C

小
C

小
Ａ

小
Ａ

総合評価
中期計画

各事業年度評価結果

第2期中期目標期間（平成26年度～平成28年度）の実績報告中期目標

○平成26年5月より回復期リハビリテーション病棟の稼働病床を28床から32床に増床した。
○平成26年10月より一般病床の稼動病床数を189床から191床に増床した。
○平成27年6月より回復期リハビリテーション病棟の稼働病床を32床から36床に増床した。
○平成27年8月より一般病棟入院基本料7対1の算定を開始した。
○平成28年4月に「地域がん診療病院」の指定を受けた。
○平成28年6月より電子カルテシステムの稼働を開始した。
○平成28年10月に産婦人科等の混合病棟の病棟改修と移転を実施した。
○平成28年10月より一般病床の稼動病床を191床から177床に減床した。
○平成28年12月より一般病棟55床を地域包括ケア病棟38床として開設し、一般病棟の稼動病床を177床から125床に減床し
た。

区分 平成26年度 平成27年度 平成28年度

分娩件数 151件 196件 251件

区分 平成26年度 平成27年度 平成28年度

回復期リハ
病床患者数

9,848人 10,267人 11,768人

病棟数

一般216床
　　（うち亜急性期病床20床を含む）
　　回復期リハビリテーション病床　40床
　　緩和ケア病床　20床
合計276床

診療科目

内科、小児科、外科、整形外科、脳神経外科、
小児外科、緩和医療内科、皮膚科、泌尿器
科、産婦人科、眼科、耳鼻咽喉科、麻酔科、歯
科口腔外科、リハビリテーション科

併設施設 訪問看護ステーション、居宅介護支援事業所

指定告示等 救急告示病院

区分 平成26年度 平成27年度 平成28年度

緩和ケア
病床患者数

5,268人 5,051人 4,728人

区分 平成28年度

地域包括ケア
病床患者数

3,610人
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第2期中期目標期間（平成26年度～平成28年度）業務実績に関する評価結果〈項目別の状況〉

Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８

総合評価
中期計画

各事業年度評価結果

第2期中期目標期間（平成26年度～平成28年度）の実績報告中期目標

　(2) 医療機器等の計画的な整備及び更新
　医療センターに求められる医療を提供できるよう、中
期目標の期間において、医療機器等の整備及び更新を積
極的に進めること。

　(2) 医療機器等の計画的な整備及び更新
　中期目標の期間中の医療機器等、整備計画を策定し、医
療機器等の整備及び更新を積極的に実施し必要に応じた新
規の購入を進める。計画策定に当たって、診療報酬請求へ
の影響を事前に把握・検討する。

小
B

小
B

小
B

小
B

　(3) 救急医療の充実
  二次救急医療機関として、住民が安心できる救急医療
体制の充実を図ること。

　(3) 救急医療の充実
  地域医療機関と連携し、市民の理解を得ながら、二次救
急業務体制の充実に努める。地域住民が安心して暮らせる
街づくりの一端を担う。

小
B

小
B

小
Ａ

数値評価
項目番号
A-3-12.13

小
Ａ

２　医療水準の向上 ２　医療水準の向上
中
Ｂ

中
Ｂ

中
Ｂ

中
Ｂ

　(1) 医療職の人材確保
　医療センターにおいて提供する医療水準を向上させるた
め、優秀な医師、看護師及び医療技術職員の確保に努める
とともに、教育研修体制の充実を図り、臨床研修医及び後
期研修医（専門分野の研修を行う医師をいう。）の受け入
れに努める。
　医師及び看護師等の人材確保については、大学等関係機
関との連携強化を図ること。また、働きやすく休みやすい
ワークライフバランスの充実を実現し、良質な医療人材が
集まる病院となることを目標とする。短時間正職員等、多
様な価値観や家庭環境に柔軟に対応できる勤務形態を整備
し、職員満足度の更なる向上を目指す。そのうえで教育実
習等の受け入れや関係教育機関との連携強化を図る。

小
B

小
B

小
Ａ

数値評価
項目番号

A-2-
8,9,10

小
Ａ

 ア 医師の人材確保 細
B

細
B

細
A

細
A

　① 大学医局との更なる連携強化及び公募、山武市によ
る医学生奨学金貸付等幅広い手法により、医師の確保に努
める。更に、さんむ医療センター独自の奨学金について検
討する。

細々
B

細々
B

細々
A

細々
A

　② 診療実績等を踏まえて医師の待遇改善を図る。

細々
B

細々
B

細々
A

細々
A

　(1) 医療職の人材確保
  医療センターにおいて提供する医療水準を向上させる
ため、優秀な医師、看護師及び医療技術職員の確保に努
めるとともに、教育研修体制の充実を図り、臨床研修医
及び後期研修医（専門分野の研修を行う医師をいう。）
の受入れに努めること。
　医師及び看護師等の人材確保については、大学等関係
機関との連携強化を図ること。また、働きやすいワーク
ライフバランスの充実を実現し、優秀な医療人材が集ま
る病院となることを目標とする。短時間正職員等、多様
な価値観や家庭環境に柔軟に対応できる勤務形態を整備
し、職員満足度の更なる向上を目指す。そのうえで教育
実習等の受け入れや関係教育機関との連携強化を図るこ
と。これらについて、市としても最大限の努力をする。

○ホームページや求人サイト等で医師の公募を行っている。
○将来的な医師確保対策として、病院独自の医学生奨学金制度を創設し、募集している。
○日本プライマリ・ケア連合学会認定家庭医療後期研修プログラムver.2による医師の募集を行っている。
○千葉県医師不足病院医師派遣促進事業を活用した医師確保に努めた。

○医療水準の向上のため、医師、看護師及び医療技術職員の確保に努めるとともに、教育研修体制の充実を図った。ま
た、医療職の待遇改善対策に取り組み、職員の確保と定着を図った。

○医療機器等の整備及び更新を積極的に実施し、必要に応じた新規の購入を行った。
○医療機器等の整備及び更新を戦略的に実施するため、施設整備委員会を組織・開催し、機種選定を行い順次購入を進め
た。

○山武郡市医師会と連携し、休日当番体制（日曜・祝祭日9時から17時、二次内科系・外科系当番日）において救急医療
を行った。
○6病院で構成される二次救急医療輪番体制（当番日17時30分から翌朝8時29分）において救急医療を行った。

○毎年度末に診療実績を踏まえた手当を支給した。
○手術手当、通勤手当における高速道路利用料金相当額の加算、宿日直診療手当等の支給制度を平成25年度から継続して
いる。

年　度 整　備　機　器 金額（百万円）

26 　一般撮影装置一式　  他29品目 54

27 　関節鏡一式   　　　　  他23品目 51

28 　Ｘ線骨密度測定装置　他49品目 60

区分
平成26年度

実績
平成27年度

実績
平成28年度

実績

救急車
受入件数

1,176件 1,358件 1,480件

救急車以外の
診療時間外救急
患者受入件数

1,333件 1,561件 1,626件
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第2期中期目標期間（平成26年度～平成28年度）業務実績に関する評価結果〈項目別の状況〉

Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８

総合評価
中期計画

各事業年度評価結果

第2期中期目標期間（平成26年度～平成28年度）の実績報告中期目標

  ③ 研究費活用制度の活用及び制度の見直し等により、
研修機会（研修日の取得、学会出席等の補助）の充実を図
る。

細々
B

細々
B

細々
B

細々
B

  ④ 地域医療の研修の場として積極的に大学等に働きか
けを行い、臨床研修医の招へいに努め、キャリアアップの
ための認定専門医取得等が可能となるよう研修環境を整え
る。

細々
B

細々
B

細々
A

細々
A

 イ　看護師及び医療技術職員の人材確保
　教育実習等の受け入れや職場体験、山武市及びさんむ医
療センターによる看護学生及び理学療法士・作業療法士等
医療技術職員奨学金貸付、関係教育機関等との連携を強化
する等幅広い手法により、看護師及び理学療法士・作業療
法士等医療技術職員の確保に努める。
　より働きやすく、また、働き甲斐のある就労環境を整備
する。柔軟で多様な勤務体制の整備により、医療人材が集
まる病院を目指す。
　「頑張れる人が報われる」給与体系の確立、及び休暇の
取りやすい職場環境の整備、職場における技術やスキルの
向上等、職員満足度の向上に努め、離職率は10％未満を目
指す。

細
A

細
A

細
A

細
A

　 　
　＜医療職の人材確保＞

細々
C

細々
B

細々
A

細々
A

　(2) 医療職の専門性及び医療技術の向上
　医師の専門医資格の取得も含めた教育研修体制の充実や
専門性及び医療技術の向上を図る。 小

B
小
B

小
B

　ア　診療部門、職種及び職層等に応じて年度毎に研修計
画を策定する。 細

B
細
B

細
B

細
B

　イ　研修計画に基づき積極的に研修の支援を行い専門的
分野での資格取得を促進する。看護師については、認定看
護師の資格の取得を促進する。理学療法士・作業療法士等
医療技術職員については、認定療法士等の資格の取得を促
進する。

細
A

細
B

細
B

細
B

　ウ　職務上必要な自主研修に参加する職員に支援を行う
規程の整備を図る。 細

B
細
B

細
B

細
B

　エ　研究会や、学会等において積極的に発表出来るよう
支援する。 細

B
細
B

細
B

細
B

　＜認定看護師数＞

細々
A

細々
B

細々
B

数値評価
項目番号
A-1-4,5

細々
B

○資格取得にあたり職務の免除を実施した。

○全職員対象の研修の他、医務部や看護部等においては、医療に関する専門的な研修計画を策定し実施している。

○後期研修医の受入れを行った。
　※平成26年度2名、平成27年度2名、平成28年度3名

○所属部署内での参加を支援した。
※医師については、国外学会での筆頭演者の場合、旅費の増額支給額制度や英文翻訳料の支給制度を設けている。

　(2) 医療職の専門性及び医療技術の向上
　医師、看護師及び医療技術職員に対して、資格の取得
も含めた教育研修体制の充実を図るとともに各職務に関
連する専門資格の取得など、自己実現の場として、専門
性及び医療技術の向上（スキルアップ）をサポートする
こと。
　医療スタッフの職員満足度を向上させ、スタッフの確
保及び定着を図るため、さらに働きやすい環境づくりに
努め、職員にとってより魅力ある病院を目指すこと。

○卒後6年以内の医師については、参加学会の旅費を全額支給する等、研修機会の充実を図った。
○国際学会筆頭演者の場合における旅費支給額の増額、発表論文における英文翻訳料の支給制度を平成24年度から継続し
ている。

○ホームページや求人サイト等を利用する他、教育実習や職場体験の受け入れ、就職説明会への参加等、積極的な活動を
行い、看護師及び医療技術職員の確保に努めた。
○看護学生奨学金貸付者数：延べ19人（平成26年度～平成28年度）
○看護師の離職率については、10％未満を維持している。（平成26年度6.8％、平成27年度3％、平成28年度8％）
○セラピストについて、病院独自の奨学金制度を設け、確保に努めた。

○専門分野での資格取得を促進するため、「自己啓発休業に関する規程」を制定し、周知している。規程の一部改正を行
い、認定看護師履修の他助産師履修にかかる費用等についても対象とし、支援体制の充実を図った。
　※制度利用者：平成26年度0名、平成27年度0名、平成28年度0名

区分 平成24年度末人数
平成28年度人数

（目標数）

医師数 28人 30人

看護師数 138人 160人

区分 平成24年度末人数
平成28年度人数

（目標数）

認定看護師 1人 5人

区分
平成26年度末

人数
平成27年度末

人数
平成28年度末

人数
平成28年度末

目標人数
目標差

医師数 24人 24人 30人 30人 ±0人

看護師数 134人 134人 148人 160人 ▲12人

区分
平成26年度末

人数
平成27年度末

人数
平成28年度末

人数
第2期中期計画

目標人数
目標差

認定看護師数 5人 5人 5人 5人 ±0人
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第2期中期目標期間（平成26年度～平成28年度）業務実績に関する評価結果〈項目別の状況〉

Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８

総合評価
中期計画

各事業年度評価結果

第2期中期目標期間（平成26年度～平成28年度）の実績報告中期目標

　(3) 地域医療連携の推進 　(3) 地域医療連携の推進 小
B

小
B

小
B

　ア　地域の中核的病院としての使命を果たすため、地域
医療機関との連携を密にし、紹介患者を積極的に受け入れ
るとともに、症状の安定した患者に対しては、地域の医療
機関への紹介を進める。
　また、医療連携のためのＩＴの推進について、施設整備
に伴って行うことを検討する。

　＜紹介率・逆紹介率＞ 細
B

細
B

細
B

細
B

　イ　在宅医療に対しては、地域の医療機関等との連携・
情報交換等による在宅医療ネットワークの構築に努め往診
や訪問看護による在宅療養者のサービス向上につなげる。
地域包括ケアの中心的役割を果たすため、患者の生活環
境・家庭環境にも配慮したきめ細やかな医療・保健・介護
の三位一体で切れ目のないサービス提供を行う。

細
B

細
B

細
B

細
B

　(4) クリニカルパスの向上
　標準的かつ効率的な医療を提供することで患者負担を
軽減し、治療期間の短縮にも寄与できるよう、クリニカ
ルパス（疾患別に退院までの治療内容を標準化した計画
表をいう。）の作成及び適用を進め、質の高い医療を提
供すること。また、医療機関の連携、ネットワーク化を
支える地域医療連携パスの普及を進めること。他医療機
関との多元的な医療連携を通じて地域医療の活性化に取
り組むこと。

　(4) クリニカルパスの向上
　標準的かつ効率的な医療を提供することで患者負担を軽
減し、治療期間の短縮にも寄与できるよう、クリニカルパ
ス（疾病別に退院までの治療内容を標準化した計画表をい
う。）の作成及び適用を進め、質の高い医療を提供する。
また、医療機関の連携、ネットワーク化を支える地域医療
連携パスの普及を進める。他医療機関との多元的な医療連
携を通じて地域医療の活性化に取り組む。

小
B

小
B

小
B

小
B

３　患者サービスの一層の向上
　業務改善、人材育成、職員教育等により患者サービス
の一層の向上を行うこと。経営努力によって医療者を集
め、患者サービスを考えた医療提供を行うことで患者満
足度の向上を図る。地域住民により信頼され必要とされ
る病院となるため、患者・住民の意見を取り入れる仕組
みづくりを積極的に行うこと。

３　患者サービスの一層の向上
　地域住民により信頼され必要とされる病院となるため、
患者・住民の意見を取り入れる仕組みづくりに努める。経
営努力によって医療者を集めるとともに、医師が治療に専
念するための医師事務作業補助者、看護師の負担軽減のた
めの看護補助者、地域医療連携のより一層の推進のための
医療ソーシャルワーカー等職員の確保に努め、患　者サー
ビスのさらなる向上を図る。

中
Ｂ

中
Ｂ

中
Ｂ

中
Ｂ

　 　(1) 患者にとって良い医療の提供
　ＤＰＣデータの活用及びクリニカルパス利用等による医
療の効率性とともに、患者のＱＯＬ（生活の質）をより良
くするため、医療の質の向上を図る。
　患者の生活環境・家庭環境にも配慮したうえで、治療方
法を決める。

小
B

小
B

小
B

小
B

○医療の標準化を図り、より効果的な医療の実践を行うため、クリニカルパス委員会にてクリニカルパスの作成を行い、
これを用いた医療の実践を行った。「地域連携クリティカルパス（在宅緩和ケア）」について、専門医療機関、訪問診療
担当施設、訪問看護担当施設として登録を行い、運用を行っている。パスを活用し往診医、訪問看護ステーションと連携
し在宅緩和ケア患者のバックベッド対応を行った。

○地域の中核的病院として、地域の医療機関との連携を密にし紹介患者を受け入れるとともに、症状の安定した患者につ
いては地域の医療機関への紹介を積極的に行った。また、他の医療機関受診時の予約や情報提供を行った。平成28年4月
より地域がん診療病院の指定を受け、グループ指定先病院と連携体制を構築するとともに、地域のがん医療の向上に努め
た。

　

○在宅医療に対しては、地域の医療機関、調剤薬局、訪問看護ステーション等と連携し、在宅療養が可能となるように
コーディネ－トを行った。在宅医療の質の向上のため、地域の医療機関、介護保険施設との連携を積極的に行った。
○退院調整看護師により、地域の医療機関等との連携を積極的に行い、在宅医療へと展開している。

ア　地域の中核的病院として、他の医療機関との機能分
担と連携を強化するとともに、山武郡市医師会及び山武
郡市歯科医師会からの紹介患者の受入と両医師会との医
療情報の共有化を図ること。また、医療連携のためのＩ
Ｔの活用を推進すること。
　地域の医療機関・介護保険施設等と連携して、往診や
訪問看護による在宅療養者及び家族を総合的に支援する
体制を構築すること。医療・保健・介護を検診から在宅
まで三位一体で切れ目なく提供すること。

○ＤＰＣデータを活用し、経営に必要な情報分析を行った。また、クリニカルパスを利用し医療の効率性及び安全性の向
上を図った。地域医療連携室に退院支援看護師、ソーシャルワーカー、患者サポート看護師を配置し、必要時に速やかに
介入することで患者の生活環境・家庭環境に配慮した医療を提供できるよう努めた。

区分 平成24年度
平成28年度
（目標数）

紹介率 39.7% 45%

逆紹介率 20.4% 30%

区分 平成26年度 平成27年度 平成28年度

紹介率 31.8% 33.9% 35.0%

逆紹介率 15.3% 19.1% 17.9%

区分
平成26年度末

人数
平成27年度末

人数
平成28年度末

人数

医師事務作業
補助者数

2人 3人 3人
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第2期中期目標期間（平成26年度～平成28年度）業務実績に関する評価結果〈項目別の状況〉

Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８

総合評価
中期計画

各事業年度評価結果

第2期中期目標期間（平成26年度～平成28年度）の実績報告中期目標

　(2) 診療待ち時間の改善等
　外来診療、検査等の待ち時間の短縮を進めるため、患者
動態等の実態調査を実施し、以下のような改善策を検討す
る。

小
B

小
B

小
B

　ア　外来診療機能の見直しを行い、近隣の医療機関との
連携を図る。 細

B
細
B

細
B

細
B

　イ　患者動線の無駄を省き、検査と診察の順序を入れ替
える等、患者の立場に立った柔軟な対応を行う。 細

B
細
B

細
B

細
B

　ウ　インフォメーションの活用等、予約制度の運用方法
を見直す。 細

B
細
B

細
B

細
B

　エ　検査機器の効率的な稼働を行う。
細
B

細
B

細
B

細
B

　オ　その他職員のアイデアを活かすことにより待ち時間
の短縮に努める。 細

B
細
B

細
B

細
B

  (2) 院内環境及び患者・来院者等の快適性の向上
　患者や来院者に快適な環境を提供するため、施設の改
修及び補修をきめ細かく実施するとともに、患者のプラ
イバシーに配慮した院内環境の整備に努めること。

　(3) 院内環境及び患者・来院者等の快適性の向上
　患者及び来院者等に、より快適な環境を提供するため、
院内清掃を徹底するとともに、院内巡回を定期的に実施し
て、病室、待合室、トイレ及び浴室等の改修や補修を計画
的に実施する。
  さらに、患者のプライバシーに配慮した院内環境の整備
に努める。

小
B

小
B

小
B

小
B

　(4) 職員の接遇向上
　職員一人ひとりが接遇の重要性を認識して、接遇の向
上に努めること。

　(5) 職員の接遇向上
　職員一人ひとりが患者の立場に立って判断し、行動でき
るよう、接遇に対する研修を行う。研修内容を接遇に活か
し、患者満足度向上という成果に結びついているか確認を
行う。

小
小
B

小
B

小
B

　ア　接遇に関して現状調査等を実施する。
細
B

細
B

細
B

細
B

　イ　患者の立場に立った接遇を行う。また、患者満足度
についてアンケートを実施し、ホームページで公開する。 細

B
細
B

細
B

細
B

小
B

小
B

小
B

小
B

○接遇研修を通して患者・家族に対する接遇の基本姿勢を身に着け、患者の立場に立った接遇を行った。患者満足度調査
を実施し、ホームページで公開した。

  (4) 患者・来院者の利便性向上
　玄関や受付での案内業務の充実や、病院内の案内表示板
の増設、駐車場の整備等、患者の利便性の向上に取り組
む。病院に至る道順や交通機関の利用方法等病院に至る経
路に関してもわかりやすい案内を行う。

　(3) 患者・来院者の利便性向上
　病院内の案内等を充実するなど患者・来院者の移動し
やすさに配慮し、利便性の向上に取り組むこと。

  (1) 診療待ち時間の改善等
　患者サービスの一層の向上を図るため、外来診療、検
査等の待ち時間の短縮に努めること。

○外来待合で医療情報をモニター画面（テロップ）で映している。

○感覚的待ち時間解消のために、外来窓口に診察の進行状況等を表示した。
○各診療科外来で１時間ごとの予約患者数を表示した。
○各診療科外来で具体的な待ち時間をお伝えするように改善している。

○病院職員としての接遇の基本姿勢とノウハウを身につけ、患者や家族に対するマナー・サービスの質の向上を図るた
め、新人オリエンテーションの他、全職員を対象とした接遇研修を実施した。
○接遇マニュアルを採用職員に配布している。

○山武市基幹バス・乗合タクシーの案内を、正面玄関の見やすい場所に掲示した。また、当院最寄りのバス停時刻表を独
自に作成し院内に掲示した。
○入院、外来の料金支払いについて、患者の利便性を考慮して、クレジットカードによる支払いを実施している。
○院内における案内・表示等に関して最新の状況を掲示するよう努めた。
○外来診療医師の変更等があった場合は、総合案内をはじめホームページ等も活用し、迅速な情報伝達に努めた。

○病院廻りの草花の手入れ、草取り等を職員・ボランティアで行った。
○院内案内看板、案内図をイラストにて作成し、掲示・配布をした。
○入院予約となった患者に対し入院前案内を実施し、入院時に必要な書類や公的制度の説明等、入院生活に関する案内を
行っている。
○平成22年度よりトイレ改修を順次行っている。
○平成25年度より北棟救急患者入口脇にATMを設置している。
○患者用トイレ、病棟の浴室を改修し、環境整備を進めた。（平成26年度）
○緩和ケア病棟の廊下を木目調に張り替えて、アメニティーの向上を図った。（平成27年度）
○北棟3階6病棟を改修し、産婦人科等の混合病棟を移転して環境改善を図った。（平成28年度）

○各種検査（CT・MRI検査）を早朝や時間外も行い、稼働率の向上と待ち時間の短縮を図った。

○患者の病状により他医療機関へ紹介の際は、地域医療連携室において診療予約、受診案内の問い合わせ、情報提供等を
行い、患者が他医療機関へスムーズに受診できるように対応している。

○外来患者満足度アンケート調査において、「受付から診療まで」「診療から会計精算まで」「病院に入ってから出るま
で」等の待ち時間に関する質問事項を設け、現況を把握し以下のような改善策を検討・実施した。

○患者の導線をスムーズにするため、案内表示及び案内図を変更した。
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第2期中期目標期間（平成26年度～平成28年度）業務実績に関する評価結果〈項目別の状況〉

Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８

総合評価
中期計画

各事業年度評価結果

第2期中期目標期間（平成26年度～平成28年度）の実績報告中期目標

　４　安心で信頼できる良質な医療の提供 　４　安心で信頼できる良質な医療の提供
中
Ｂ

中
Ｂ

中
Ｂ

中
Ｂ

　(1) 安全対策の徹底
　患者及び住民に信頼される良質な医療を提供するた
め、医療事故防止対策・院内感染防止対策を立案し、各
部署に指導を徹底するとともに、医療事故等に関する情
報の収集分析に努め、医療事故の発生及び再発防止を図
ること。

　(1) 安全対策の徹底

小
B

小
B

小
B

　ア　情報共有とチーム医療の推進を行い、医師をはじめ
とする医療スタッフがコミュニケーションを密にする。医
療スタッフが一丸となり、互いに連携し補完しあうこと
で、医療安全を推進し、医療事故（ヒヤリハットを含む）
を防ぐ。

細
B

細
B

細
B

細
B

　イ　患者及び地域住民に信頼される良質な医療の提供に
努め、院内感染防止対策、医療事故防止対策を始めとして
様々な医療安全に対する委員会を設置して検証し、原因究
明を行う。また、医療スタッフ間で情報共有を行い、原因
究明から改善を繰り返すことで、医療事故（ヒヤリハット
を含む）を発生させない仕組みを作る。

細
B

細
B

細
B

細
B

　ウ　医薬品の安全管理の徹底のため、手順書の確認や職
員研修を実施して管理の徹底を図る。 細

B
細
B

細
B

細
B

　エ　薬剤師による患者の服薬の管理指導を積極的に実施
し、投薬による事故を未然に防ぐ。患者が理解し、納得で
きる説明を行う。

細
B

細
B

細
B

細
B

　(2) 信頼される医療の実施
　医療の中心は患者であるという認識のもと、患者や地
域住民と病院との信頼関係を築き上げ、真に地域に密着
した病院となること。患者の権利を尊重し、インフォー
ムドコンセント（患者やその家族が、自ら受ける治療の
内容に納得し、自分に合った治療法を選択できるような
十分な説明を受けた上での同意をいう。）を徹底するこ
と。
　カルテ・レセプト等医療情報の適切な情報開示を進
め、患者・地域住民との関係をより強固なものにするこ
と。
　また、セカンドオピニオン（患者やその家族が、治療
法等の判断に当たって、主治医とは別の医師の意見を聴
くこと。また、その意見をいう。）外来及び緩和ケア、
回復期リハビリテーションをより充実し、患者が地域で
安心して治療を受けられる環境を整備すること。

　(2) 信頼される医療の実施
　医療の中心は患者であるという基本認識のもと、患者や
その家族から信頼され、納得に基づく診療を行う。
　さらに、検査及び治療の選択については、患者の意思を
尊重したインフォームドコンセント（患者やその家族が、
自ら受ける治療の内容に納得し、自分に合った治療法を選
択できるような十分な説明を受けた上での同意をいう）を
徹底する。
　また、周産期医療、セカンドオピニオン（患者やその家
族が、治療法等の判断に当たって、主治医とは別の医師の
意見を聴くこと。また、その意見をいうこと。）外来及び
緩和ケア、回復期リハビリテーションをより充実し、患者
が地域で安心して治療を受けられる環境を整備する。

小
B

小
B

小
B

小
B

　(3) 法令の遵守
　患者が安心して医療を受けられるよう、医療法（昭和
23年法律第205号）をはじめとする関係法令を遵守する
とともに、行動規範と倫理を確立すること。
　また、個人情報の取り扱いについては、法令を遵守し
適切に行うこと。

　(3) 法令等の遵守
　患者が安心して医療を受けられるよう、医療法（昭和23
年法律第205号）をはじめとする関係法令を遵守するとと
もに、行動規範と倫理を確立する。法令を遵守するため、
委員会や研修等を通じ、職員に周知徹底し、実行させる。

小
B

小
B

小
B

小
B

○医薬品の安全使用のための業務手順書を定期的に見直し、職員研修を実施した。

○医療安全管理委員会を月１回開催し、部内・職種間の連携を図ることで、協力体制を考慮した安心・安全な医療提供の
実践に努めた。
○医療安全や院内感染に関する研修会を開催し、職員の意識向上と情報の共有化を図った。

○インフォームド・コンセントの徹底については、患者と家族から、信頼され納得に基づいた医療を行うために、患者や
家族が理解しやすいように絵や図などを用いて丁寧に説明するように努めた。また、手術や処置などで、治療成績だけで
なく、頻度は少ないが起こりうる可能性のある合併症の説明も行い、治療法や処置における患者の自己決定権を尊重し、
書面での承諾書の作成を徹底している。

○セカンドオピニオンについては、地域医療連携室を受付窓口とし、ホームページ等で案内を行っている。また他院へセ
カンドオピニオンを希望される方には、セカンドオピニオンを行っている医療機関についての情報提供を行っている。患
者サポート体制の充実を図るため、地域医療連携室に患者サポート看護師を配置し、患者等からの疾病に関する医学的な
質問並びに入院上の不安等に関する相談に対応した。

○入院患者の状態に応じて、分かりやすく適切な内容で指導した。

○保健所等の立入検査により、医療法等関係法令に基づいて、適正に病院運営が行われていることが確認された。また、
諸規程については、各部署で職員が閲覧できる体制を整え、周知を図っている。

○全職員がヒヤリハット事例や事故情報を遅滞なく報告できた。また、医療安全管理委員会・院内感染対策委員会におい
て医療事故や院内感染の原因分析が行われ、再発防止策が検討・実施された。併せて、現場においてこれらの対策が活か
されるよう、研修会等を通し働きかけを行った。

13



第2期中期目標期間（平成26年度～平成28年度）業務実績に関する評価結果〈項目別の状況〉

Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８

総合評価
中期計画

各事業年度評価結果

第2期中期目標期間（平成26年度～平成28年度）の実績報告中期目標

　(4) 適正な情報管理と情報公開
　さらに、個人情報保護及び情報公開に関しては、法令に
基づき適切に対応する。
　また、医療センターの業務運営に係る内容については、
法令に基づき適切に公表を行うとともに、地域医療連携に
ついてホームページ等を通じて情報発信を行い、経営の透
明性を確保する。

小
B

小
B

小
B

小
B

　５ 市の医療施策推進における役割 　５ 市の医療施策推進における役割

中
Ｂ

中
Ｂ

中
Ｂ

中
Ｂ

　(1) 市の保健・介護行政との連携
　住民の健康増進を図るため、市の機関と連携・協力し
て各種健康診断を実施するなど、疾病予防及び介護予防
の推進を図ること。

  (1) 市の保健・介護行政との連携

小
B

小
B

小
B

小
B

　ア　予防接種や乳幼児健診を積極的に行う。

細
B

細
B

細
B

細
B

　イ　居宅介護事業の充実を図る。

細
B

細
B

細
B

細
B

　ウ　その他、市の保健・介護行政との一層の連携方策に
ついて、具体的方策を検討する。 細

B
細
B

細
B

細
B

　(2) 災害時における医療協力と役割
　平時から市との連携を図り情報の共有化に努めるとと
もに、市が行う災害訓練等に積極的に参加し、災害対応
マニュアルを作成するなど、災害医療の拠点となるよう
に体制を備えること。
　また、災害発生時においては、医療提供機能の提供継
続のためのＢＣＰ（事業継続計画）及び災害対策マニュ
アルの対策をもって地震・津波・台風その他非常時に対
応し、患者を受け入れる医療救護活動の中心的役割を担
うこと。

　(2) 災害時における医療協力と役割
　平時から市との連携を図り情報の共有化に努めるととも
に、市が行う災害訓練等に積極的に参加し、災害対応マ
ニュアルを作成するなど、災害医療の拠点となるように体
制を備える。
　また、災害発生時においては、医療提供機能の提供継続
のためのＢＣＰ（事業継続計画）及び災害対策マニュアル
の対策をもって地震・津波・台風その他非常時に対応し、
患者を受け入れる医療救護活動の中心的役割を担う。
　災害発生時においては、災害医療の拠点として市の要請
に基づき医療活動を行うとともに、市が指揮する災害対策
に協力する。

小
C

小
B

小
B

小
B

　(3) 住民への保健医療情報の提供及び発信
　医療に関する専門分野の知識を活用し、住民対象の公
開講座の開催やホームページや広報紙等での医療情報の
提供など、保健医療及び健康に関する情報の発信及び普
及啓発を推進すること。

　(3) 住民への保健医療情報の提供及び発信
　各診療科の診療案内、病院の医療に関する取り組み情報
等を病院ホームページ及び広報紙等に掲載することや、医
療に関する専門知識を活用した住民対象の公開講座の開催
をする等、医療情報の発信及び普及啓発に取り組む。疾病
について住民の理解を深め、予防活動にも取り組む。

小
B

小
B

小
B

小
B

○患者及びその家族からのカルテ開示請求に対しては、山武市個人情報保護条例及び山武市情報公開条例に基づき適切に
対応し、山武市に開示内容を報告した。

○県内・外の市町村のがん検診、妊婦乳児一般健康診査、乳幼児精密健康診査、児童結核健康診査、児童結核検診等の事
業を委託契約し実施した。また山武市の乳児健診については、月1回施設の一部を提供し小児科外来と連携して行った。

○市の保健・介護行政推進における病院の役割を明確にし、各市町部門担当者との意見交換会を行う等の連携を図った。

○居宅介護支援事業所にケアマネージャーを配置し、居宅サービス計画を作成するとともに、介護保険制度の案内・相談
を行った。また、当院訪問看護ステーションと連携を図り医療依存度の高い患者の対応も積極的に行った。
（年間延利用者数：平成26年度432件、平成27年度434件、平成28年度442件（市からの委託も含む））

○平成26年9月に、災害時の医療救護活動について、山武市と覚書を締結した。
○毎年9月と3月に、消防署立会のもと防災訓練を実施している。
○医師会主催の航空機事故消火救難総合訓練に医師や看護師が参加した。

○診療科医師の変更等があった場合は、山武市医師会を通じて各医療機関に周知している。
○各診療科の診療案内、病院の医療に関する取り組み等について、病院ホームページや広報誌等に掲載した。
○市民を対象に、病院医師や医療技術職員による「糖尿病教室」を定期的に開催している。
○病院ホームページについては、平成27年度に看護部門の内容を更に充実させる等、より分かりやすくかつ迅速に情報発
信を行った。
○ＤＰＣデータに基づく平成27年度の病院指標を病院ホームページに公開した。（平成28年度）

区分 平成26年度 平成27年度 平成28年度

乳児健診件数 316件 348件 375件

インフルエンザ
接種人数

592人 521人 496人

区分 平成26年度 平成27年度 平成28年度

カルテ開示件数 2件 15件 11件
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第2期中期目標期間（平成26年度～平成28年度）業務実績に関する評価結果〈項目別の状況〉

Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８

総合評価
中期計画

各事業年度評価結果

第2期中期目標期間（平成26年度～平成28年度）の実績報告中期目標

　(4) 住民との連携
　病院ボランティアの受け入れを積極的に行い、地域に
開かれた病院をして、地域住民と医療センターの連携を
深めること。

　(4) 住民との連携
　地域住民の病院ボランティアへの積極的な開放に努める
とともに、医療センターと地域住民が、地域医療に関する
問題意識を共有し、お互いに支え合う関係を構築する。 小

B
小
B

小
B

小
B

第３　業務運営の改善及び効率化に関する事項 第３　業務運営の改善及び効率化に関する事項

大
B

大
B

大
B

大
B

　１　地方独立行政法人としての運営管理体制の持続
的な発展
　地方独立行政法人として運営をより的確に行えるよ
う、理事会及び事務局等の体制を整備する。中期目標、
中期計画及び年度計画に掲げる組織目標を確実に達成す
る認識を持ちながら病院の維持向上に努め、地方独立行
政法人としての病院運営管理体制を持続させながら発展
に努めること。
　病院内において指示・文書等の情報の流れを円滑・明
確にし、組織全体として、情報の共有を徹底するととも
に、変化への対応能力、意思決定の迅速化を図ること。

　１　地方独立行政法人としての運営管理体制の持続的
な発展
　迅速かつ柔軟に医療センターの運営が行えるよう、理事
会の運営や決定事項の院内周知のための管理職で組織する
会議等の体制を維持する。また、病院運営に必要な情報・
診療情報（診療報酬等の検証や院内の電算システム構築
等）の一元的な把握のための企画・情報の部署の設置を行
う。理事会議事録は可及的速やかに院内に周知するととも
に、ホームページで公開する。

中
B

中
B

中
B

中
B

  ２　効率的かつ効果的な業務運営 　２　効率的かつ効果的な業務運営
中
Ｂ

中
Ｂ

中
Ｂ

中
Ｂ

　(1) 適切かつ弾力的な人員配置
　医療需要の変化や病院経営を取り巻く状況に迅速に対
応するため、医師をはじめとする職員の配置を適切に行
う。

　(1) 適切かつ弾力的な人員配置
　患者動向を注視し、外部環境の変化を捉えながら、医師
をはじめとする適切な職員配置により医療を提供する。
　職員の働き方の要望に応じてきめ細かな雇用形態を取り
入れること等により、多様な専門職の活用を図り、効果的
な医療の提供に努める。
　さらに、経営情報を全職員が共有する等、経営意識の向
上に努め、事務の効率的・効果的な執行に取り組む。

小
B

小
B

小
B

小
B

　(2) 職員の職務能力の向上 　(2) 職員の職務能力の向上（人材育成とスキルアップ）
小
Ｂ

小
Ｂ

小
Ｂ

小
Ｂ

　①医療職の職務能力の高度化・専門化を図るため、専
門医・指導医、認定看護師等の資格取得も含めた教育研
修システム（短期留学助成などを含む）を整備するこ
と。ひいては、患者サービスの向上につながる研修を進
めること。

　ア　医療職の職務能力の高度化・専門化を図るため、専
門医・指導医、認定看護師等の資格取得も含めた教育研修
システム（短期留学助成などを含む）を整備する。ひいて
は、患者サービスの向上につながる研修を進める。 細

B
細
B

細
B

　②事務職については、経営企画部門の水準向上を図
り、病院経営全般についてより推進できる体制とするこ
と。また、総合的な視点を持ち組織横断的役割を担う職
員を育成すること。

　イ　事務職の職務能力の向上については、経営企画部門
の水準向上を図り、病院経営全般についてより推進できる
体制とする。また、総合的な視点を持ち組織横断的役割を
担う職員の育成に努める。

細
B

細
C

細
C

細
C

○地域住民の病院ボランティアへの積極的な開放に努め、院内の案内、車椅子介助、病院敷地内清掃、正面玄関付近の花
壇整備、ミニコンサート、ピアノ演奏、アロマテラピーハンドトリートメント、ピアサポート等の活動を行っていただい
た。

○法人運営の基盤となる「理事会」や管理職で構成し主要事項の検討を行う「経営の質向上委員会」及び「病院の質向上
委員会」を定期的に開催し、年度計画等の達成に向けて取り組みを行った。理事会議事録については、ホームページへの
公開を実施している。

○再雇用制度を活用し、看護師等の効率的な人員配置を図った。
○経営状況を職員が共有するため、毎月、診療実績・患者数のデータ等を配布している。

○院内研修会の実施や、上司や先輩職員によるOJT、また外部研修会への参加により、意識改善を図った。

○医療職の職務能力の向上については、第２の２の（２）を参照。

区分 平成26年度 平成27年度 平成28年度

再雇用人数 10人 14人 16人
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第2期中期目標期間（平成26年度～平成28年度）業務実績に関する評価結果〈項目別の状況〉

Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８

総合評価
中期計画

各事業年度評価結果

第2期中期目標期間（平成26年度～平成28年度）の実績報告中期目標

　(3) 人事評価制度の適切な運用
　職員の努力が評価され業績や能力を的確に反映した人
事及び昇任管理を行うため、人事評価制度を公正な立場
からより一層適正に運用を図ること。

　(3)人事評価制度の構築
　職員の努力が評価され業績や能力を的確に反映した人事
及び昇任管理を行うため、人事評価制度を公正な立場から
より一層適正に運用を図る。

小
B

小
B

小
B

小
B

　(4) 勤務成績を考慮した給与制度の適切な運用
　地方独立行政法人法（平成15年法律第118号）第57条
第１項の規定に基づき、職員の勤務成績を考慮した給与
制度について、より一層適切な運用を図ること。

　(4) 勤務成績を考慮した給与制度の適切な運用
　地方独立行政法人法（平成15年法律第118号）第57条第
１項の規定に基づき、職員の勤務成績を考慮した給与制度
について、より一層適正な運用を図る。

小
B

小
B

小
B

小
B

　(5) 職員の就労環境の整備
　日常業務の見直しや、施設改善を推進し、職員にとっ
て働きやすい就労環境の整備に努めること。職員の事情
に応じ、その能力を十分発揮できるような柔軟かつ多様
な勤務体制を取り入れるとともに、業務の見直しを図る
こと。

　(5) 職員の就労環境の整備

小
B

小
B

小
B

小
B

　ア　日常業務の過度の負担を解消するために柔軟な勤務
体制を採用することにより、時間外勤務の縮減及び休暇取
得の促進等、職員にとって働きやすく、また、働き甲斐の
ある就労環境を整備する。 細

B
細
B

細
B

細
B

　イ　出産後の子育てに対する負担を軽減するため、各種
休暇制度の取得促進や院内保育所の利用充実を図る。院内
保育所は24時間保育及び病児保育に取り組み、職員とその
子供が安心できる体制を整備する。

細
B

細
B

細
B

細
B

　ウ　職員の不安、悩み等のほか、患者からの過度の苦情
に対する相談体制を整備する。相談内容によって、職員の
処遇が悪化しないよう、きめ細やかな対応を行う。 細

B
細
B

細
B

細
B

　エ　職員が復職しやすい環境を整備する。ブランクのあ
る職員については、相談窓口を設け、研修やＯＪＴを通じ
て復職への不安を和らげる。

細
B

細
B

細
B

細
B

　(6) 業務改善に取り組む組織の醸成
　より良い病院経営のため、職員の意欲を高め、業務運
営への積極的な参画を促すなど、継続的に業務改善へ取
り組むこと。ひいては、患者サービスの向上につながる
改善を進めること。

　(6) 業務改善に取り組む組織の醸成
　継続的な業務改善への取り組みや、積極的な業務運営へ
の参画を促すため、チーム医療をはじめとする組織間や異
なる職種の職員間のコミュニケーションの活性化、連携の
円滑化、職員の意欲の向上を図り、活気あふれた職場環境
作りに取り組む。職種ごと、部署ごとのみではなく、組織
横断的なコミュニケーションを推進して、医療現場におけ
る患者対応の向上を図る。

小
B

小
B

小
B

小
B

　(7) 予算執行の弾力化等
　中期計画の枠において、予算科目や年度間で予算を弾
力的に運用できる会計制度を活用し、効率的・効果的な
事業運営に努めること。
　また、多様な契約手法を活用するなど、費用面でのコ
スト削減を図ること。

　(7) 予算執行の弾力化等
　中期目標及び中期計画の枠の中で、医療ニーズに迅速に
対応するため、人事・予算等を弾力的に運用できる制度を
活用した取組を行う。 小

B
小
B

小
B

小
B

○職員の不安や悩みなどのほか、患者からの過度の苦情に対する相談体制の整備について、担当者を配置し対応してい
る。
○平成28年度より、職員のストレスチェックを実施し、高ストレス者への医師面接指導やカウンセリングを受ける機会を
周知した。

○時間外勤務実績の分析を行い、人員配置の見直しを図るとともに、週休日・休日の勤務については、原則、振替により
休暇を取得するよう推進した。
○ワーク・ライフ・バランス（ＷＬＢ）の充実については、看護部のWLB推進の取り組みが評価され、日本看護協会より
「看護職のワーク・ライフ・バランス推進　カンゴサウルス賞」を受賞した。（平成28年度）

○定年退職職員の再雇用制度を活用し、就労環境の整備を図った。

○各部署の管理職以上の職員がメンバーとなる病院の質向上委員会を毎月1回定期的に開催し、協議、検討を行ってい
る。その中で、ＰＤＣＡサイクルの手法を利用することにより院内の業務改善を図った。
○労働安全衛生委員会を定期的に開催し、職場環境の改善を図っている。

○平成24年度から本格導入した人事評価制度については、精度向上と定着に努めている。

○弾力的に執行できる会計制度を活用し、費用の削減のため、見積り合わせ及び更なる価格交渉等により、有利な契約内
容となるよう徹底した取り組みを図った。

○育児休業等、休暇制度の取得を促進した。
　※育児休業取得者：平成26年度7名、平成27年度7名、平成28年度8名
○院内保育所の24時間保育体制（週2回）を実施している。
○院内での病後児保育の受け入れ体制を整え、実施している。
　※病後児保育利用件数：平成26年度3名、平成27年度4名、平成28年度3名

○人事評価の結果を受け、次年度の定期昇給・賞与に反映した。
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第2期中期目標期間（平成26年度～平成28年度）業務実績に関する評価結果〈項目別の状況〉

Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８

総合評価
中期計画

各事業年度評価結果

第2期中期目標期間（平成26年度～平成28年度）の実績報告中期目標

　(8) 収入の確保と支出の節減 　(8) 収入の確保と費用の節減
小
Ｂ

小
Ｂ

小
Ａ

小
Ａ

　ア　収支全般
　医業収支比率については類似黒字病院と同等を目標と
し、かつ給与比率は50％台を目標として努力すること。
またＤＰＣを活用することにより、収支両面にわたるマ
ネジメントを徹底し、財務基盤の強化を図ること。

　ア　収支全般
　医業収支比率については類似黒字病院と同等を目標と
し、かつ給与比率は59.7％を目標とする。ＤＰＣを活用し
て、収支両面にわたるマネジメントに活用する。

細
Ａ

細
A

細
A

　イ　収入の確保

細
B

細
A

細
A

　 ① 許可病床数は323床を有するが、今後の必要度を鑑
み、急性期及び亜急性期（亜急性期病床、回復期リハ病
棟）等の病床転換と要員計画を作成し、病床利用率の向上
を図る。また、診療報酬改定や健康保険法等の改正に的確
に対処するとともに、診療報酬の請求漏れや減点の防止、
未収金の未然防止対策と早期回収に努める。

細々
B

細々
Ａ

細々
A

細々
A

　 ② 高度医療機器の稼働率の向上を図る。地域の医療機
関に高額利用機器の利用を開放し、患者を紹介しあうこと
で、地域包括型医療に貢献する。

細々
B

細々
B

細々
B

数値評価
項目番号
B-3-38,39

細々
B

　 ③ 適正なＤＰＣのコーディング、診療報酬の請求もれ
の防止に努め、院内での研修を通じきめ細かく診療の行為
にあたるよう努める。また、未収金の回収システムとマ
ニュアルの確認を通じ早期の回収に努める。

細々
Ｂ

細々
B

細々
A

細々
A

　ウ　費用節減
細
Ａ

細
Ａ

細
Ａ

　 ① 費用のマネジメントにＤＰＣを活用する。医療セン
ターの治療とＤＰＣ病院の平均的治療とを比較し、薬剤の
使用状況等が妥当か検証を行う。薬品、診療材料等の購入
方法を検討する。また、適正仕入・適正在庫を維持する。
業者委託について、費用対効果を検証し、費用のマネジメ
ントを行う。

細々
B

細々
A

細々
A

細々
A

　 ② 後発薬品の使用割合増による医薬品費の削減を図
る。 細々

A
細々

A
細々

A
細々

A

　 ③ 医療機器の整備及び更新に当たっては、施設整備の
委員会等において、費用対効果を含めあらゆる角度から検
証を行う。

細々
B

細々
B

細々
B

細々
B

　イ　収入の確保
　病床管理による病床利用率の向上、高度医療機器の稼
働率の向上、診療報酬改定への柔軟な対応及び適切な人
員配置などにより、収入面での財務体質の向上を図る。
また、診療報酬改定や健康保険法等の改正に的確に対処
するとともに、診療報酬の請求漏れや減点の防止、未収
金の未然防止対策と早期回収に努めること。

ウ　費用節減
　効率的な病院経営のため、必要な費用を適切に見積もると
ともに、人件費や経費については具体的な数値目標を設定
し、その達成を図ること。人件費については、黒字の病院の
数値を参照し、病院の役割・規模・地域性を考慮して目標を
定め削減に努めること。後発医薬品の作用促進を図るととも
に、医薬品及び診療材料等の購入方法を検討して費用の削
減に努め、費用対効果から総合的に勘案し、適正な価格に
おいて契約を行うこと。

○経営コンサルタントと毎月会議を設け、診療報酬請求の向上を図っている。
○ＤＰＣについては平成24年4月より導入し、増収を図るため、ＤＰＣデータを使用し機能評価係数Ⅱの後発医薬品係数
の増加に努めた。また、後発医薬品使用割合を数量ベースで平成28年度末96.8％を達成して費用の削減に努めた。

○医療機器等の整備及び更新を戦略的に実施するため、施設整備委員会を組織・開催した。費用対効果も含め導入（更
新）機種の選定を行い、順次購入を進め費用削減に努めた。

○分析ソフト等の活用及び医師との連携をとり確認・相談を行っている。また、適正なＤＰＣコーディングが出来るよう
に努めている。
○予約入院患者に対して入院前説明を行い、限度額適用認定証の取得や高額貸付制度、出産育児一時金直接支払制度の利
用など、積極的に働きかけ、未収金の発生防止に努めた。
○医療費の未収金台帳作成、管理、電話督促、督促状の発送及び毎月１回職員による個別訪問徴収を行い、未収金回収に
努めている。

○平成24年4月より開始した回復期リハビリテーション病棟は、平成26年5月1日より病床数を4床増床、平成27年6月より
更に4床増床した。（36床稼働）
○平成26年1月より開始した緩和ケア病棟は、病床利用率の向上をし、患者数の増加による収益の増収を図っている。
○平成26年10月より一般病棟に専任薬剤師を配置し病棟薬剤業務実施加算の施設基準届出を行った。
○平成27年8月より、一般病棟入院基本料7対1の算定を開始した。
○週1回、回復期リハビリテーション病棟利用促進のため選定会議を実施し、病床利用率向上を図った。
○平成28年12月に地域包括ケア病棟を開設し、比較的重症度の低い患者を一般病棟から受け入れて病床利用率向上と収入
の増収を図り一般病棟の効率化を図った。

○後発医薬品の切替えについては、薬事委員会が中心となり積極的に切替えを行い費用の削減に努めた。

○診療材料については、より廉価な同種同等品への切替えについて検討・推進することにより費用の削減に努めた。
○看護部関連診療材料については、看護部が中心となり積極的に切替えを進めた。
○薬品については、適時、価格交渉を実施して価格の見直しを行い費用の削減に努めた。

区分
平成26年度末

実績
平成27年度末

実績
平成28年度末

実績

ＣＴ 8,140件 8,585件 8,710件

ＭＲＩ 4,046件 3,986件 4,291件
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第2期中期目標期間（平成26年度～平成28年度）業務実績に関する評価結果〈項目別の状況〉

Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８

総合評価
中期計画

各事業年度評価結果

第2期中期目標期間（平成26年度～平成28年度）の実績報告中期目標

　 ④ その他経費についても、購入時の入札制度を的確に
運用して予算執行にあたり、経費の削減に努める。 細々

B
細々

B
細々

B
細々

B

＜収支全般＞

細々
C

細々
A

細々
B

数値評価
項目番号
B-1-15
B-2-36

細々
B

＜入院収益及び外来収益の確保＞

細々
B

細々
A

細々
B

数値評価
項目番号

B-1-
16,17,18,1

9

細々
B

＜費用の削減＞

細々
A

細々
A

細々
A

細々
A

第４　財務内容の改善に関する事項
　公的な病院としての使命を果たしていくための経営基
盤を確保するため、「第３　業務運営の改善及び効率化
に関する事項」で定めた事項に即した中期計画及び年度
計画を作成し、これに基づいて病院を運営することによ
り健全経営を維持すること。

第４　予算(人件費の見積りを含む。)、収支計画及び資
金計画
　公的な病院としての使命を果たしていくための経営基盤
を充実させるため、「第３　業務運営の改善及び効率化に
関する目標を達成するためにとるべき措置」で定めた事項
に即した年度計画を作成し、これに基づいて病院を運営す
ることにより健全経営を維持する。
　１　予算　　　　　別表１のとおり
　２　収支計画　　　別表２のとおり
　３　資金計画　　　別表３のとおり

大
B

大
A

大
A

大
A

ウ　費用節減
　効率的な病院経営のため、必要な費用を適切に見積もると
ともに、人件費や経費については具体的な数値目標を設定
し、その達成を図ること。人件費については、黒字の病院の
数値を参照し、病院の役割・規模・地域性を考慮して目標を
定め削減に努めること。後発医薬品の作用促進を図るととも
に、医薬品及び診療材料等の購入方法を検討して費用の削
減に努め、費用対効果から総合的に勘案し、適正な価格に
おいて契約を行うこと。

○清掃他業務委託、夜間休日救急受付業務委託、病院構内常駐警備業務委託、託児所業務委託、財務会計システム（ハー
ドウェアー）更新に伴う賃貸借等について、入札を実施し経費削減に努めた。

　
　１　予算　　　　　別表１のとおり
　２　収支計画　　　別表２のとおり
　３　資金計画　　　別表３のとおり

＜収支全般＞
医業収支比率及び人件費比率については、毎年前年度より向上した。

　※医業収支比率（％）＝ 医業収益 ÷（医業費用 ＋ 一般管理費）×100
　※給与費比率（％）＝（給与費(医業費用)＋ 給与費(一般管理費)）÷医業収益×100

区分 平成24年度　実績数値 平成28年度　目標数値

医業収支比率 92.2% 101.1%

人件費比率 62.0% 59.7%

区分 平成24年度　実績数 平成28年度　目標数値

63,461人 69,306人

（1日当たり 174人） （1日当たり 190人）

入院平均単価
1人1日（一般病床のみ）

40,307円 44,943円

病床利用率
（一般病床のみ）

75% 68%

平均在院日数
（一般病床のみ）

15.6日 16.3日

134,228人 133,770人

（1日当たり 548人） （1日当たり 546人）

外来平均単価
1人1日

7,207円 7,400円

１．入院患者数

２．外来患者数

区分 平成24年度　実績数値 平成28年度　目標数値

後発医薬品の適用率
（数量ベース）

18% 20%

区分
平成26年度
実績数値

平成27年度
実績数値

平成28年度
実績数値

第2期中期計画
目標数値

目標差

61,712人 58,830人 61,213人 69,306人 ▲8,093人

（１日当たり169人） （１日当たり161人） （１日当たり168人） （１日当たり190人） （1日当たり▲22人）

114,917人 110,053人 109,446人 133,770人 ▲24,324人

（1日当たり471人） （1日当たり453人） （1日当たり450人） （1日当たり546人） （1日当たり▲96人）

入院患者数

外来患者数

区分
平成26年度
実績数値

平成27年度
実績数値

平成28年度
実績数値

平成28年度末
目標数値

目標差

後発医薬品の
適用率

（数量ベース）

75.2%
（数量ベース）

91.0%
（数量ベース）

96.8%
（数量ベース）

93.0%
（数量ベース）

3.8%
（数量ベース）

後発医薬品の
適用率

（品目ベース）

27.0%
（品目ベース）

33.0%
（品目ベース）

33.3%
（品目ベース）

20.0%
（品目ベース）

13.3%
（品目ベース）

区分
平成26年度
実績数値

平成27年度
実績数値

平成28年度
実績数値

第2期中期計画
目標数値

目標差

医業収支比率 92.7% 95.9% 97.0% 101.1% ▲4.1%

給与費比率 63.7% 63.6% 62.9% 59.7% 3.2%
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第2期中期目標期間（平成26年度～平成28年度）業務実績に関する評価結果〈項目別の状況〉

Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８

総合評価
中期計画

各事業年度評価結果

第2期中期目標期間（平成26年度～平成28年度）の実績報告中期目標

第５　短期借入金の限度額
　１　限度額　　５００百万円
　２　想定される短期借入金の発生理由
　(1) 運営費負担金・建設事業補助金の受
　　入れ遅延等による資金不足への対応
　(2) 予定外の退職者の発生に伴う退職手
　　当の支給等偶発的な出費への対応

第６　重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画
　　　なし

第７　剰余金の使途
　決算において剰余を生じた場合は、病院施設の建替・整
備又は医療機器の購入等に充てる。

大
B

大
A

大
A

大
A

第８　料金に関する事項

大
B

大
B

大
B

大
B

　１　使用料及び手数料

中
B

中
B

中
Ｂ

中
Ｂ

　(1) 病院を利用する者からは、使用料を
　　徴収する。

小
B

小
B

小
B

小
B

　(2) 料金の額は、診療報酬の算定方法（平成20年厚生労
働省告示第59号）及び入院時食事療養費に関する食事療
養、入院時生活療養費に係る生活療養の費用の額の算定に
関する基準（平成18年厚生労働省告示第99号）及び後期高
齢者医療の食事療養標準負担額及び生活療養標準負担額
（平成19年厚生労働省告示第395号）の規定により算定し
た額（以下「告示等による算定額」という。）並びに指定
居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（平成
12年厚生省告示第20号）及び厚生労働大臣が定める一単位
の単価（平成12年厚生省告示第22号）の規定により算定し
た額。ただし、自動車損害賠償保障法(昭和30年法律第97
号)の規定による損害賠償の対象となる診療については、
その額に10分の20を乗じて得た額とする。

小
B

小
B

小
B

小
B

　(3)前項の規定にない使用料及び手数料の額は、次に定
めるところによる。
・千葉労働局、地方公務員災害補償基金千葉県支部その他
の団体等との間における診療契約によるものについては、
その契約の定める額とする。
・前号以外にあっては、理事長が別に定める額とする。

小
B

小
B

小
B

小
B

　２　使用料及び手数料の減免
　理事長が、特別の事情があると認めたときは、使用料及
び手数料の全部又は一部を減免することができるものとす
る。

中
B

中
B

中
B

中
B

○平成28年度において生じた剰余金については、平成29年度以降の病院施設の建替・整備・修繕又は医療機器の購入等に
充てる予定である。

○当院規程に基づき実施

○当院規程等に基づき徴収

○当院規定に基づき徴収

○各算定方法に基づき徴収
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第2期中期目標期間（平成26年度～平成28年度）業務実績に関する評価結果〈項目別の状況〉

Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８

総合評価
中期計画

各事業年度評価結果

第2期中期目標期間（平成26年度～平成28年度）の実績報告中期目標

第５　その他業務運営に関する重要事項 第９　その他業務運営に関する重要事項

大
B

大
B

大
B

大
B

　１　施設整備の推進
　介護老人保健施設及び病児保育施設（山武市と協力のも
と地域の子育て支援策としての施設）設置を検討する。
　
　施設及び設備に関する計画（平成26年度～平成28年度）
　別表４のとおり
　

中
B

中
B

中
B

中
B

　２　病院機能の拡充
　医療・保健・介護を検診から在宅までを含めて三位一体
で切れ目なく地域住民に提供し、安心して暮らすことがで
きる環境を整備するため、機能を発揮する手段としてふさ
わしい施設整備及び移転を検討する。

中
B

中
B

中
B

中
B

　３　積立金の処分に関する計画
　　　なし

　２　医療・保健・介護の三位一体的な提供
　医療センターが中心となり、地域で高齢者が安心して
暮らせるよう、地域包括型医療の推進に努めること。

○検討中
　１　施設整備の推進
　介護老人保健施設及び病児保育施設の設置を検討する
こと。

○病院建設に関して継続して検討しており、平成28年度には経営コンサルタントを活用して将来構想を作成した。
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１　予算 （単位：千円） ２　収支計画 （単位：千円） ３　資金計画 （単位：千円）

予　算　額 決　算　額
差額

(決算額-予算額)
計　画　額 決　算　額

差額
(決算額-計画額)

計　画　額 決　算　額
差額

(決算額-計画額)

収入 収入の部  13,503,667  12,583,230  △920,437 資金収入  14,620,529  14,224,452  △396,077

営業収益  12,930,667  12,259,220  △671,447 営業収益  13,410,667  12,441,798  △968,869 業務活動による収入  12,930,667  12,341,438  △589,229

医業収益  11,880,667  11,380,893  △499,774 医業収益  11,880,667  11,337,977  △542,690 診療業務による収入  11,880,667  11,302,327  △578,340

運営費負担金収益  900,000  832,624  △67,376 運営費負担金収益  900,000  832,624  △67,376 運営費負担金による収入  900,000  877,658  △22,342

その他営業収益  150,000  45,703  △104,297 補助金等収益  150,000  49,670  △100,330 その他の業務活動による収入  150,000  161,453  11,453

営業外収益  93,000  139,511  46,511 資産見返補助金等戻入  345,000  217,736  △127,264 投資活動による収入  93,000  179,190  86,190

運営費負担金収益  39,000  45,034  6,034 資産見返物品受贈額戻入  135,000  3,791  △131,209 運営費負担金による収入  39,000  -  △39,000

その他営業外収益  54,000  94,477  40,477 営業外収益  93,000  133,879  40,879 補助金等収入  -  179,190  179,190

臨時利益  -  1,374  1,374 運営費負担金収益  39,000  45,034  6,034 その他の投資活動による収入  54,000  -  △54,000

資本収入  304,233  332,456  28,223 その他営業外収益  54,000  88,845  34,845 財務活動による収入  304,233  149,300  △154,933

長期借入金  150,000  149,300  △700 臨時利益  -  7,553  7,553 長期借入れによる収入  150,000  149,300  △700

その他資本収入  154,233  183,156  28,923 その他の財務活動による収入  154,233  -  △154,233

前期中期目標の期間よりの繰越金  1,292,629  1,554,524  261,895

 13,327,900  12,732,561  △595,339

支出 支出の部  12,829,764  12,003,392  △826,372 資金支出  12,316,026  11,927,379  △388,647

営業費用  11,623,491  11,313,064  △310,427 営業費用  12,746,274  11,907,144  △839,130 業務活動による支出  11,623,491  11,122,847  △500,644

医業費用  10,900,708  10,599,717  △300,991 医業費用  11,968,550  11,185,536  △783,014 給与費支出  7,218,980  7,100,955  △118,025

給与費  6,620,430  6,517,556  △102,874 給与費  6,620,430  6,587,891  △32,539 材料費支出  2,138,665  1,822,257  △316,408

材料費  2,138,665  1,954,648  △184,017 材料費  2,138,665  1,823,738  △314,927 その他の業務活動による支出  2,265,846  2,199,635  △66,211

経費  2,116,535  2,094,288  △22,247 経費  2,116,535  2,094,182  △22,353 投資活動による支出  150,000  408,579  258,579

研究研修費  25,078  33,225  8,147 減価償却費  1,067,842  648,960  △418,882 有形固定資産の取得による支出  1,500,000  283,760  △1,216,240

一般管理費  722,783  713,347  △9,436 研究研修費  25,078  30,765  5,687 その他の投資活動による支出  -  124,819  124,819

営業外費用  83,490  65,219  △18,271 一般管理費  777,723  721,608  △56,115 財務活動による支出  542,535  395,953  △146,582

臨時損失  -  2,332  2,332 営業外費用  83,490  92,307  8,817 長期借入金の返済による支出  241,565  241,972  407

資本支出  609,045  601,685  △7,360 臨時損失  -  3,941  3,941 長期貸付金の貸付けによる支出  217,480  131,480  △86,000

建設改良費  150,000  227,936  77,936 その他の財務活動による支出  83,490  22,501  △60,989

償還金  241,565  241,972  407

長期貸付金  217,480  131,480  △86,000

その他資本支出  -  297  297

 12,316,026  11,982,300  △333,726  673,903  579,840  △94,063 次期中期目標の期間への繰越金  2,304,503  2,297,073  △7,430

※各項目の数値は端数を四捨五入しており、各項目ごとの数値の合計と計の欄の数値は一致しない場合がある。

支出合計 純利益

別表１ 別表２ 別表３

区　　　分 区　　　分 区　　　分

収入合計
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